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Ａ．研究目的 
 新型インフルエンザ等対策政府行動計画
において、国は、都道府県等と連携しなが
ら、相互に医療従事者等に対し、新型イン
フルエンザ等の国内発生を想定した研修や
訓練を行うことが規定されており、これま
でも様々な研修や訓練が実施されてきた。本
研究は、医療従事者が国や都道府県等と情
報共有等を適切に行い、連携を強化するため
にワークショップ形式の研修・訓練ツールを
新たに開発することを目的とする。 
 厚生労働省は、国・自治体を対象とした新
型インフルエンザ等訓練の企画を平成24年
度および25年度に各１回実施し、演習シナリ
オ・資材の作成、ワークショップの運営を実
施してきた。しかしながら、これらの訓練に
参加できる自治体は僅かであった。地域によ
っては、自主的に研修手法を確立し、訓練を
実施してきたところもあるものの、訓練等を
立案する知見を有する専門家がいる地域ば
かりではない。本研究では、全国の各自治体
あるいはブロックベースで研修を実施する
よための訓練・研修ツールを開発することを
目的とした。 
 
Ｂ．研究方法 
１. 訓練実績とニーズの調査 
 自治体等を対象にこれまでの訓練の実
績・経験や今後の訓練に対するニーズを聴取
した。特に、内閣官房新型インフルエンザ等
対策室が作成した「新型インフルエンザ等発

生時の行政対応訓練・研修ツール（平成25
年度版）を活用した訓練を行った自治体を対
象とした。 
 
２．訓練教材の開発 
 訓練教材は、現在の新型インフルエンザ対
策が、国と連携しつつそれぞれの都道府県で
の流行状況を踏まえ行っていくというコン
セプトにある中で、地域の流行を踏まえた対
策にアドバイスをする医師・感染管理看護師
を養成することを主眼において最適な演習
手法を検討し、訓練を設計することとした。
演習シナリオについては、内閣官房新型イン
フルエンザ等対策室が作成した「新型インフ
ルエンザ等発生時の行政対応訓練・研修ツー
ル（平成25年度版）」を基本的に活用するこ
ととした。加えて、書籍・論文等文献のほか、
映画等新型インフルエンザやパンデミック
対策に関する様々な資料を題材として担当
責任者らで検討を行い、訓練教材の作成を行
った。 
 
３．試験的な研修・訓練の実施 
 ２で作成された資料案に基づき自治体及
び医師を対象としての机上演習を2日間実施
した。研修参加者にはアンケートへの回答を
求め、今後全国で演習を実施する観点から机
上訓練素材の実用性について意見を得た。 
 
４．研修・訓練ツールの再構成 
 ３でで得られた意見を元に研修・訓練ツー
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ルの改修を行った。配布可能な冊子・印刷物
を作成するほか、電子媒体を作成した。 
  
（倫理面への配慮） 
 研究実施にあたり、個人情報の使用や介入
等はなく、特段人権擁護上の配慮等は必要と
しない。 
 
Ｃ．研究結果 
１. 訓練実績とニーズの調査 
平成25年度内閣官房作成の訓練ツールを使
用した訓練を、平成26年12月に大阪府が実施
していたため、平成27年1月16日に大阪府危
機管理室においてヒアリングを行った。 
 担当者によれば、内閣官房の訓練ツールは、
危機管理室が（訓練の経験が豊富なため）訓
練を企画したが、感染症の訓練シナリオは作
ったことがなかったことから、状況付与材料
として有用だったとのことだった。また、映
像に臨場感があった、フェーズごとに分かれ
ているので段階別に訓練を行えて使いやす
い、という評価を得た。シナリオは、大阪府
は2009年初期発生の経験があることからH1N
Xシナリオが採用されていた。訓練は、国内
発生早期に入った段階で本部事務局の各班
（疫学調査班、連絡調整班、etc,..）の行う
べき対応を話し合う、という形式で行われて
いた。訓練・研修ツールへの意見としては、
大規模感染症対策訓練の方法としてワーク
ショップ形式は適切であるが、ファシリテー
ターやブリーフィング用の解説書やQ&A望
まれること、新型インフルエンザや特措法に
ついての基礎資料があると有用、という要望
があった。 
 
２．訓練教材の開発 
 訓練教材は、現在の新型インフルエンザ対
策が、国と連携しつつそれぞれの都道府県で
の流行状況を踏まえ行っていくというコン
セプトにある中で、地域の流行を踏まえた対
策にアドバイスをする医師・感染管理看護師
を養成することを主眼において最適な演習
手法を検討し、訓練を設計することとした。 
 演習手法は、シナリオ付与型のワークショ
ップ形式の机上訓練を採用した。セッション
は３部構成とし、それぞれセッション１：海
外発生期、セッション２：海外発生期〜国内
発生早期、セッション３：国内発生早期〜国
内感染期（地域発生早期〜地域感染期）を想
定した設問とした。シナリオは内閣官房新型
インフルエンザ等対策室が作成した「新型イ
ンフルエンザ等発生時の行政対応訓練・研修
ツール（平成25年度版）」のうち、「H7NX

型」を活用することとした（セッション１、
２）。また、平成27年1月に実施された「平
成26年度新型インフルエンザ等対策訓練」の
シナリオを活用した設問を併せて作成した
（セッション３）。 セッション１の前には、
アイスブレーキングセッションを設定した。
ディスカッションの時間は1問あたり20分以
上かけるよう設計した。セッション１、２の
状況付与は、内閣官房ツールのビデオを使用
して行った。状況付与後、キーワード等の解
説を加えたのち、設問を提示した。 
 ディスカッションは、各班は行政担当者２
名と医師・感染管理看護師１名を一組とした
２組程度を配置し、参加者のうち1名がファ
シリテーターを務めることとした。事務局か
ら書記・ファシリテーター補佐を配置した。
各テーブルにホワイトボードを一台設置し、
ホワイトボード上で議論が進行する形式を
採用した。 
 設問提示後のブリーフィング用資料を併
せて作成した。また、さらに詳しいブリーフ
ィングを行うための「ミニ講義」の資料を作
成した。これらの資料は３で使用された。詳
細は別添資料（資料１）を参照されたい。
  
３．試験的な研修・訓練の実施 
 平成27月5・6日に、東京都内会議室にて、
２で作成した資料を用いた試験的な研修・訓
練を実施した。運営事務局は研究代表者から
外注を請けた株式会社三菱総合研究所が担
当した。ワークショップ型のセッションに加
えて、全体講義、さらに行政担当者および医
師・感染管理看護師向けに分けての講義を実
施した。参加者として全国より都道府県及び
市町村の職員および医師・感染管理看護師2
4名に加え、厚労省より５名（うち２名はワ
ークショップに参加）、内閣官房より４名の
オブザーバーの参加があった。事務局より、
４名が司会進行・書記・ファシリテーター補
佐として運営に参加した。訓練実施内容の詳
細については別添資料（資料１）を参照され
たい。 
 初日は、厚労省新型インフルエンザ対策推
進室高城室長より新型インフルエンザ対策
の最新のトピックスについてご講演頂いた
のち、齋藤研究代表者（国立保健医療科学院）
より新型インフルエンザ等対策の概要につ
いて講義を行った。アイスブレーキングとし
て、自己紹介を兼ねてエボラ出血熱流行時の
それぞれの対応について各班で議論をして
いただいた。セッション１として、主に海外
発生期を想定した対応についての図上型机
上演習を実施した。各班 5~6 名で５班に分



かれ、各テーブルで、書記・ファシリテータ
ー補佐の支援のもと、付与された課題につい
て議論が進められた。ファシリテーターは各
班の参加者が順番で務め、書記も適宜交代し
て行った。齋藤研究代表者がスーパーバイザ
ーとしてブリーフィング等の進行を行った。
以下、各セッションは同様の方式で行われた。
セッション２は、海外発生期〜国内発生早期
を想定したシナリオのもとで行われた。 
 ２日目は、行政担当者と医師・感染管理看
護師に分かれてそれぞれ、「プレスリリース
の書き方」、「新型インフルエンザ発生時の
診療」を行った。その後全員に対して「地方
自治体における感染症危機管理とメディア
対応」の講義を行った。午後はセッション３
として国内発生早期から国内感染期を想定
したシナリオで行った。その後総括セッショ
ンを行い、参加者にアンケートを記入してい
ただき終了した。アンケート回答者の全てが
「参考になった」と回答し、成功裡に終了し
た。アンケート結果の詳細は、別添資料（資
料１）を参照されたい。 
 
４. 研修・訓練ツールの再構成 
 ３における参加者の意見を踏まえ、研修・
訓練ツールの再構成を行った。演習のセッテ
ィング方法から演習用資料、進行方法につい
てそれぞれのセッションの議論の要点等を
まとめた「ファシリテーターズガイド」を作
成し、ワークショップ参加者等関係者に配布
した（別冊１）。１のヒアリングの結果を踏
まえて、新型インフルエンザ等対策の基礎的
知識を演習前に付与するための講義資料も
添付した。 
 
Ｄ．考察 
 新型インフルエンザ等対策は、実際に体験
する機会が極めて限られる事象に対する対
策立案であり、これらの知見や経験の共有化
を如何にして行うかが最大の課題である。シ
ナリオ付与型のワークショップ型机上訓練
は、複数のシナリオや局面を短時間に疑似体
験できる有効な手法である。また、新型イン
フルエンザ等対策は、短時間の瞬発力的な意
思決定というよりは、解が一つではない問題
について意見調整を行いながらの合意形成
型の意思決定が求められる。そのため、マル
チステークホルダー参加型の討議型の演習
手法が有効である。しかしながら、討議型の
ワークショップ形式は、ファシリテーターの
技量によって議論のレベルに差異が生じや
すく、研修の達成度にばらつきが出る恐れが
ある。そのため、訓練教材として、ファシリ

テーター用ガイドを作成し、各設問の議論の
ポイントの明確化やファシリテーターによ
る介入ポイントを明確化・標準化することを
本研究では目指した。これを用いることで、
全国の自治体で高いレベルでワークショッ
プ形式の研修が行えることが期待される。こ
のような開発方針は、大阪府のヒアリングで
得られた要望とも一致するものだったと考
えている。 
 訓練を行うフェーズと目的としては、第一
に、発生初期の医師・地方自治体・国の適時
かつ迅速で正確な情報共有を行う場面を想
定した。そのため、具体的なシナリオを付与
しつつ、確認すべき情報源や、共有すべき情
報、情報共有先等発生初期の情報共有のあり
方について理解を深める演習を企画した。第
二に、施設の利用制限等の調整型合意形成に
よる意思決定を行う局面での判断力を高め
る訓練を企画した。様々なシナリオと共に検
討課題を与え、参加者との議論を通じて対策
を決定し、様々な局面で求められる判断力を
向上させることを目的とした。医師にとって
は、行政的判断のあり方とそれに求められる
助言のあり方について学ぶ機会となり、自治
体担当者にとっては、他の自治体の考え方を
共有する重要な機会となったと考えている。 
 図上演習では参加者が「イメージを共有す
る」ことが非常に重要である。ワークショッ
プでは、ビデオツールが好評だった。内閣官
房ツールが図上演習に有用であることが明
らかになった。ホワイトボード上での議論は、
議論の論点がぶれなくなるだけでなく、参加
者の視線がホワイトボード上に集まること
で、議論に集中しやすくなる。一方で、書記
によってボードの使い方にはそれぞれ違い
があった。ベストプラクティス的な記載を資
料１には記載したので参考にされたい。 
 演習の合間に、付与課題の総論的な回答と
なるミニ講義を加えた。行動計画等を冒頭か
らただ読んでもなかなか頭に入ってこない
ものである。ビデオにより状況をイメージし、
課題付与・検討をした後にミニ講義を聞くこ
とで、より具体的に行動計画をイメージし理
解しやすくなることを企図した。 
 内閣官房による平成26年度新型インフル
エンザ等対策訓練のシナリオを使用するこ
とで、よりタイムリーかつ国と連携した訓練
の設計を行えた。特に今年度は、緊急事態宣
言の発出に重きを置いたシナリオであり、新
たに政府内で検討が進んだ事項について、タ
イムリーに研修材料を提供できたと考えて
いる。 
 平成25年度に同様のワークショップを開



催した際、自治体担当者と医師とで関心が大
きく異なる講義セッションがあった。今回は、
パラレルセッションを設け、行政担当者向け
に「プレスリリースの書き方」、医師・感染
管理看護師向けに「新型インフルエンザ発生
時の診療」の講義を行い好評だった。このよ
うに、異職種が参加するマルチステークホル
ダー参加型の演習では、参加者の満足度を高
める為、このようなセッション構成の工夫が
重要と考えられた。 
 課題としては、訓練全体については好評で
あった一方で、各自治体で自ら実施する、と
いう点においては必ずしも高い評価を得ら
れなかったことである。特に演習のスーパー
バイザーを置くことに困難を感じる意見が
あった。おそらくは、今回は参加者のレベル
が高く、法の運用などかなり高度な内容に議
論が進展したため、スーパーバイザーに振ら
れる質問等が高度なものになったことに起
因しているものと考える。今回の参加者にと
っては適度な難易度の訓練と議論の場を提
供できていたと考えられる一方、自分で演習
を運営するのは難しい、と感じた可能性があ
る。演習の難易度の設定は極めて難しい課題
である。参加者の新型インフルエンザ等対策
の理解レベルは一律ではない中で、平易でも
難しくすぎても満足が得られない。今後難易
度等も示しつつ、多様な演習シナリオが提供
できればよりその時の参加者のレベルに即
した内容を選択して実施できるようになる
だろう。また、本訓練の経験者が出張して地
方自治体主催の訓練等に協力することで、各
地域での訓練実施の支援ができれば、より訓
練の普及が進むと考えられ、アウトリーチが
一つの課題である。 
 
Ｅ．結論 
 新型インフルエンザ等対策は、2009年のA
(H1N1)2009の経験や近年では特措法制定、都
道府県や市町村の行動計画の作成が行われ
てきたことから、地方自治体担当者に経験や
知見が蓄積されている状況にある。しかしな
がら、定期異動等により、これらが継続的に
継承されていくためには、今後本教材を活用
したワークショップ型訓練による研修の普
及啓発や、ファシリテーター研修の開催等ア
ウトリーチ活動が重要である。 
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